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令和6年度備前市当初予算の概要 
１．予算の規模 

                      （単位 千円、％） 

区  分 

令和6年度 

当初予算 

(A) 

令和5年度 

当初予算 

(B) 

比  較 

(A)－(B) 伸 率 

一 般 会 計 21,937,000 21,712,000 225,000 ＋1.0％ 

特 別 会 計 8,713,632 9,768,339 △ 1,054,707 △ 10.8％ 

事 業 会 計 11,489,377 11,720,638 △ 231,261 △ 2.0％ 

合  計 42,140,009 43,200,977 △ 1,060,968 △ 2.5％ 

 

【概 要】 

令和６年度当初予算では、持続可能で魅力あふれる『令和の備前』のまちづくりに向

けて、建設中の備前焼ミュージアムの竣工及び旧アルファビゼン減築改修工事の完了を

目指す投資的事業を柱としながら、安心して子育てができる各種支援制度の充実、子ど

もたちの国際的な視野を育成するための教育環境の充実、伝統工芸美術品「備前焼」の

海外における評価と知名度を高め、2025大阪・関西万博のインバウンドによる効果を備

前市に波及させるための情報発信と観光経済の活性化を図る取組、人と環境にやさしい

地域公共交通施策の展開などに重点を置いた編成としている。一方、大型プロジェクト

の本格化を受けて予算規模が増大することから、従前事業の見直しや行政経費の圧縮な

どに努めている。 

 

就学前の教育、保育においては、前年度に引き続いて認可保育園・認定こども園の給

食費及び教材費を無償化するほか、園で使用するおむつをサブスクにより無償提供し、

保護者・保育教諭の負担軽減を図っていく。 

学校教育では、市立小中学校を国際バカロレア認定校とするため、全教職員を対象に

公式研修プログラムへの参加等を進めるとともに、ＡＬＴの配置による英語力の向上に

引き続き取り組んでいく。新規事業では、各小学校に基礎学力の向上を図る「放課後子

ども教室」を開設する。また、多くの子育て世帯が引き続き物価高騰の影響を受けてい

る現状を考慮して、令和４年度から実施している給食費及び学用品費の無償化を令和６

年度においても実施することとしている。 

文化振興においては、令和５年度に新設した『備前市文化芸術振興財団』の運営を支

援するとともに、年度内竣工に向けて備前焼ミュージアムの建設事業を着実に進める。 

健康・福祉では、４月から原則有料となる高齢者の新型コロナワクチン定期接種に係

る費用を見込んでいる。 

子育て支援では、妊娠時及び出産時に各5万円の出産・子育て応援金を給付するほか、

生後３歳までの未就園児を家庭で育児する保護者に対して子ども１人につき月額２万

円分の電子地域ポイントを交付する「家庭育児応援金」を市の独自施策として実施する。

また、妊娠後に加入した医療保険の保険料の一部を助成する制度及び不妊治療に要した
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自己負担の一部を助成する制度を新設している。 

商工業の振興では、吉永地域の企業用地造成に係る予算を特別会計において計上して

いる。 

魅力ある資源を活かした観光の推進では、瀬戸内市との連携による地域商社の設立を

目指し、備前焼のヨーロッパ・アメリカ・アジアにおける認知度と評価を高めるため、

瀬戸内市の虫明焼・備前刀と連携して伝統工芸美術品としての備前焼の魅力を発信する。

また、北前船をイメージした船舶の建造費を前年度に引き続いて計上するとともに、年

度内完成を見据えて具体的な観光コースの設定に着手する。 

防災・防犯体制の強化では、令和６年能登半島地震を教訓に防災備蓄品等の充実を図

る。 

道路の整備については、都市計画では、市道浦伊部線の道路新設を引き続き進めると

ともに、沿線地域を一体利用するための用地取得費を特別会計において措置している。 

公共交通では、令和５年度に導入したデマンド車両10台に加えて軽自動車タイプの電

気自動車を新たに10台導入することで、市民の移動ニーズにきめ細かく対応する。 

これらの施策のほか、市民へ貸与したスマートフォンを活用したデジタル行政サービ

スの推進、電子地域ポイントの活用による域内経済の好循環の促進、備前緑陽高校の通

学費等の助成等を市独自の施策として引き続き実施する。 

 

以上多岐にわたる令和６年度一般会計の総額は、前年度比1.0％増の219億3,700万円

となった。 

 

歳入では、市税について、前年度は大きな落ち込みがなかった法人住民税の引き続き

堅調な推移を見込むものの、償却資産の減少に伴う固定資産税の減少や国の経済対策と

して実施される定額減税に伴う個人住民税の減少などを考慮して、前年度比3.4％減の

45億9,837万円を計上した。なお、定額減税に伴う減収分（1億9,600万円）は全額が国か

ら地方特例交付金で賄われる。 

地方交付税については、前年度の実績及び国の再算定などの特別な要因を除いた実績

見込みに公債費等を個別に加味した結果から、前年度比0.7％減の74億5,000万円を計上

した。 

国庫支出金については、新型コロナワクチンの全額公費負担の終了が減少要因となる

一方、自立支援給付費等の社会保障費の増加や旧アルファビゼン跡地活用事業の国庫補

助採択を見込み、前年度比17.9％増の22億8,677万4,000円を計上した。 

県支出金については、自立支援給付費等の社会保障費の増加やため池廃止事業に係る

県補助金の増額などに伴い、前年度比10.1％増の11億8,960万6,000円を計上した。 

市債については、備前焼ミュージアム整備事業及び旧アルファビゼン跡地活用事業に

合併特例事業債を、浚渫土砂処分場整備事業に緊急浚渫推進事業債を、市道浦伊部線新

設事業ほか道路、港湾、文教施設等の整備に過疎対策事業債を充当することとし、臨時

財政対策債を含めて前年度比34.1％増の17億7,710万円を計上した。 

ふるさと納税寄附金については、寄附サイトの魅力向上、返礼品の充実と過去の寄附

者への細かなＰＲ等を展開しながら寄附額の増を図ることとし、近年の実績等を勘案し

て前年度比16.7％減の5億円を計上した。 

繰入金については、学校・園の給食費及び学用品等の無償化や北前船をイメージした
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船舶の建造、備前焼の海外巡回展の開催、地元出身のメジャーリーガー及びプロ野球選

手の応援で活性化を図る事業などのために、まちづくり応援基金から5億2,104万6,000

円を、備前焼ミュージアムの整備及び旧アルファビゼン跡地活用事業などに、まちづく

り振興基金から8億4,149万9,000円を、企業団地の造成に係る特別会計繰出金などに、

振興基金から1億49万4,000円を取り崩すなど、繰入金全体では前年度比7.7％減の20億

7,785万4,000円を計上した。 

なお、財源不足の調整として財政調整基金から5億3,000万円を繰り入れた。 

 

特別会計は、国民健康保険事業では、被保険者数の減少や給付費の伸び率等を反映し

て前年度比8.5％減の38億144万2,000円、後期高齢者医療事業では、広域連合への納付

金の増額などにより、前年度比6.0％増の6億9,311万8,000円、介護保険事業では、保険

給付費の近年の推移等を勘案して前年度比3.1％減の39億5,031万8,000円、駐車場事業

では、駐車場使用料の見込みなどを勘案して前年度比1.4％減の1,806万3,000円、土地

取得事業では浦伊部地内の用地の先行取得に係る費用などを計上し、前年度比83.9％減

の1億500万2,000円、宅地造成分譲事業では、鶴海住宅団地に係る事業費の減などから

前年度比85.8％減の1,100万円、企業用地造成事業では吉永地域の企業用地造成に係る

予算を計上し、前年度比14.5％減の5,550万円など、特別会計全体で前年度比10.8％減

の87億1,363万2,000円となっている。 

 

事業会計は、水道事業では、浄水設備等改良事業などの建設改良費を見込み前年度比

7.8％減の20億5,566万8,000円、下水道事業では、管渠整備費（汚水）の減などに伴う建

設企業債の減及び一般会計出資金の減などにより前年度比2.0％減の32億4,259万5,000

円、病院事業では、職員給与費の改定増及び企業債元金償還金の増などにより、前年度

比0.1％増の61億9,111万4,000円、事業会計全体では前年度比2.0％減の114億8,937万

7,000円となっている。 

 

全会計の予算規模は、421億1,400万9,000円で前年度比2.5％の減となっている。 
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